


商船三井グループの企業理念

⾧期ビジョン

世界の海運をリードする強くしなやかな商船三井グループを目指す

1. 顧客のニーズと時代の要請を先取りする総合輸送グループとして世界経済の発展

に貢献します

2. 社会規範と企業倫理に則った、透明性の高い経営を行い、知的創造と効率性を徹

底的に追求し企業価値を高めることを目指します

3. 安全運航を徹底し、海洋・地球環境の保全に努めます

サステナビリティ課題 (マテリアリティ)

1. 輸送を通じた付加価値の提供

2. 海洋・地球環境の保全

3. 海の技術を進化させるイノベーション

4. 地域社会の発展と人材育成

5. 事業を支えるガバナンス・コンプライアンス
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MOL at a Glance ①業績ハイライト
P/L推移

B/S推移

(註) 自己資本
 ~2005年度:連結BS上の「資本の部」合計（ 株主資本）
 2006年度～:連結BS上の「純資産の部」の内、株主資本と評価換算差額等との合計
 2010年度～:連結BS上の「純資産の部」の内、株主資本とその他の包括利益累計額との合計
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事業部門別情報 ①全体荷動き

世界人口と海上荷動き量

貨物別海上荷動き
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事業部門別情報 ①全体荷動き

成⾧率比較:世界GDPと貨物別海上荷動き

船価推移
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事業部門別情報 ②ドライバルク船事業
MOLドライバルク船 売上高構成比（連結）

主な船型と貨物

船型 標準的な
載貨重量トン数

(DWT)

主要貨物

ケープサイズ 180,000 鉄鋼原料(鉄鉱石・原料炭)

中小型
バルカー

パナマックス 82,000 鉄鉱石、原料炭、燃料炭、穀物など

ハンディマックス 58,000 燃料炭、穀物、塩、セメント、鋼材など

スモールハンディ 38,000 鋼材、セメント、穀物、鉱石など

木材チップ船 54,000 木材チップ、大豆粕など

近海船 12,000 鋼材、プラントなど

ドライバルク荷動き(貨物別)

粗鋼:国・地域別生産量
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事業部門別情報 ③エネルギー輸送事業
一次エネルギー消費量推移予測

LNG:輸出地別海上荷動き量（実績・予測）

LNG:輸入地別海上荷動き量（実績・予測）
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事業部門別情報 ③エネルギー輸送事業
MOL:

18







事業部門別情報 ③エネルギー輸送事業
MOL油送船 売上高構成比(連結)

（参考）

原油①:海上荷動き量 ⾧期予測(航路別)
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事業部門別情報 ③エネルギー輸送事業/④製品輸送事業
船腹供給量推移 (出所:IHS-Fairplayを元に当社作成)

世界:完成車海上荷動き量

日本:完成車輸出台数
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事業部門別情報 ④製品輸送事業

ONE社 積高推移 (2018-19年度実績)

ONE社 消席率推移 (2018-19年度実績)
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MOLの経営基盤 ①コーポレートガバナンス

コーポレートガバナンス体制
☛詳細は当社ウェブサイト(https://www.mol.co.jp/ir/governance/index.html) をご覧下さい

ガバナンスサマリ

機関設計 監査役会設置会社

委員数 4人 (委員⾧:社外取締役)

内、社外取締役（割合） 3人 (75.0%)

2019年度開催数 6回

取締役人数 8人

内、社外取締役（割合） 3人（37.5%）

内、女性取締役（割合) 1人（12.5%)

2019年度取締役会開催数・出席率 10回・100%

監査役人数 4人

内、社外監査役（割合) 2人（50％）

独立役員人数（監査役含む) 5人

取締役会・監査役会 指名諮問委員会

報酬制度

ストックオプション制度 有 (監査役は無）

業績連動報酬制度 有

退職慰労金制度 無

社⾧の後継者計画 有

買収防衛策 無

その他

委員数 4人(委員⾧:社外取締役)

内、社外取締役（割合） 3人 (75.0%)

2019年度開催数 5回

報酬諮問委員会

政策保有株式の保有方針
- 個別銘柄ごとに、保有目的の適切性や資本コストを踏まえた収益性等、保有の合理性について毎年取締役会に報告し、総合

的に検証を行った上で、保有に合理性が認められない株式については順次保有を縮減します。

- 上記方針に則り縮減に取り組んだ結果、政策保有株式の連結純資産に占める割合は、2019年度末時点にて8.0%まで低下し
ました。(註)

(註) 「保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式」の「貸借対照表計上額の合計額」が連結純資産に占める割合
30
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MOLの経営基盤 ③人材
☛詳細は当社ウェブサイト(https://www.mol.co.jp/sustainability/hr/index.html)をご覧下さい人事・労務データ
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社員の状況

陸上 海上 陸上 海上 陸上 海上
男 469 302 490 307 524 306
女 194 10 221 8 237 11

合計 663 312 711 315 761 317
男 22 6 31 9 37 10
女 2 0 2 0 1 0

小計 24 6 33 9 38 10
男 313 200 317 203 320 214
女 19 1 21 1 24 1

小計 332 201 338 204 344 215
男 278 290 287 289 297 279
女 205 13 227 12 240 13

小計 483 303 514 301 537 292
合計 839 510 885 514 919 517

5.9% 0.0% 6.2% 0.0% 6.5% 0.4%
男 17 22 20 24 22 18
女 10 3 9 0 8 2

合計 27 25 29 24 30 20

16.0 10.6 15.3 11.1 15.0 11.6
1.3% 1.3% 3.7% 7.6% 4.7% 10.1%

(*1) 出向者、受入出向者、契約社員、嘱託ほかを除く
(*2) 受入出向者、契約社員、嘱託ほかを除く/出向者を含む
(*3) 算出方法:（新卒採用者のうち入社3年以下の退職者）/（過去3年の新卒採用者）

社員支援制度

日数
取得率

取得者数
取得率

取得者数
取得率

利用者数
(内、男性）
利用率(女性)
復職率(男女)

利用者数
人数

利用者数
利用者数
採用者数

(*4) 海上勤務者、受入出向者、契約社員、嘱託ほかを除く
(*5) 義務教育までの子供を持つ母親 / 受入出向者、契約社員、嘱託ほかを除く
(*6) 海上勤務者、受入出向者、契約社員、嘱託ほかを除く

労働災害

件数
日数 (日)

(*7) 本社のみ対象

1配偶者転勤に伴う退職者再雇用制度 12
（参考）ワーキングマザー (*5) 37 40 47

労災休業
労働災害（通勤災害は除く） (*7)

2019年度
0 0 1
0 0 4

2017年度 2018年度

社員数 (*1)

女性管理職比率

新卒採用人数

勤続3年以内の離職率 (*1)(*3)
平均勤続年数 (*1)

障がい者雇用率

2019年度2018年度2017年度

部⾧職

管理職
（除く部⾧級）

非管理職

役職別人数 (*2)

2.24%2.26%2.02%

2017年度 2018年度 2019年度
有休休暇取得 (*4)
(夏季休暇含む） 57.1%

14.3
53.6%
13.6

57.5%
14.7

産前・産後休暇取得 (*5)
14 11 13

100.0% 100.0% 100.0%

配偶者出産特別休暇取得 (*6)
32 15 24

96% 100% 100%

育児短時間勤務制度 7 7 7

育児休職制度 (*5)

25 24 33

100% 100% 100%
100% 100% 100%
(5) (8) (12)

0 0 1
0 0 5定年退職者再雇用

介護休業制度







MOLの経営基盤 ④環境保全
☛詳細は当社ウェブサイト(https://www.mol.co.jp/sustainability/environment/data/index.html)をご覧下さい

環境データ
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エネルギー消費
単位 2017年度 2018年度 2019年度

C重油 (*1) 千トン 5,321 4,876 4,483
 うち 船舶 (単体) 千トン 4,591 4,048 3,739
 うち 船舶 (グループ会社) 千トン 730 829 744
A重油 (*1) 千トン 346 341 378
 うち 船舶 (単体) 千トン 267 252 271
 うち 船舶 (グループ会社) 千トン 79 89 106
電力 千kWh 83,552 85,605 86,924
都市ガス 千m3 1,637 1,799 1,648
エネルギー消費量(換算値) (*2) 千GJ 245,896 225,976 216,731
(*1) 主に船舶の燃料として使用
(*2) C重油、A重油、電力、都市ガスおよびその他のエネルギー消費量の熱量換算値

温室効果ガス排出量
単位 2017年度 2018年度 2019年度

<スコープ1>CO2排出量 千トン 17,774 16,369 15,304
 うち 船舶 (単体) 千トン 15,239 13,499 12,616
 うち 船舶 (グループ会社) 千トン 2,510 2,849 2,666
 うち 船舶以外 千トン 25 21 22
<スコープ2>CO2排出量 千トン 46 47 45
<スコープ3>CO2排出量 千トン 2,246 2,166 3,717
スコープ1 : 主に船舶が燃料として使用したA重油、C重油を起源としたCO2
スコープ2:主に電力起源のCO2
スコープ3 : 主に使用した燃料の精製時のCO2排出や購入した資本財、船用品等が製造される時のCO2排出などで構成

NOx・SOx排出量
単位 2017年度 2018年度 2019年度

NOx排出量 千トン 481 438 408
 うち 船舶 (単体) 千トン 406 361 337
 うち 船舶 (グループ会社) 千トン 76 77 71
SOx排出量 千トン 328 286 194
 うち 船舶 (単体) 千トン 278 237 161
 うち 船舶 (グループ会社) 千トン 50 49 34

単位輸送量(トンマイル)当たりの排出量
2017年度 2018年度 2019年度

CO2排出量 (外航船舶) 2009年度=100 84.0 82.8 78.0
NOx排出量 (外航船舶) 2009年度=100 83.4 82.2 77.3
SOx排出量 (外航船舶) 2012年度=100 90.7 86.3 59.0

その他資源の消費
単位 2017年度 2018年度 2019年度

廃棄物(*3) トン 78,225 2,391 39,883
 うち リサイクル可能 トン 77,388 1,584 38,797
 うち リサイクル以外 トン 838 807 1,086
リサイクル率 (商船三井本社ビル) % 67 66 62
水(*4) m3 623,924 579,341 599,478
 うち 水道水 m3 623,924 579,341 599,478
 うち 河川水 m3 - - -
 うち 海水(循環利用) m3 - - -
(*3) 主に解撤を前提に売船した船舶
(*4) 事務所における水使用量。船舶では、使用する水の多くを、海水から生成し循環利用

データの対象範囲
国内外の商船三井グループの連結会社。但し、一部小規模な事業所は除く。
項目に(商船三井)等但し書きがある場合は、当該但し書きの範囲の数値。
船舶には、傭船も含む。

2019年度におけるスコープ3のCO2排出量は、換算係数の参照元を変更したことにより、増加





MOLの経営基盤 ⑤グローバルネットワーク
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MOLの経営基盤 ⑤グローバルネットワーク
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MOL基本情報

1884 大阪商船設立
1930 高速貨物船「畿内丸」建造、NY急航サービス開始。横浜⇒NY間を 25 日17 時間半で走破(当時の平均は35 日)
1939 当時の日本造船技術の粋を集めて建造した「あるぜんちな丸」「ぶらじる丸」が、代表的貨客船として南米航路に就航
1942 三井物産船舶部分社化、三井船舶設立
1961 世界初の全自動化船「金華山丸」就航
1964 海運集約、6 社体制発足:大阪商船三井船舶(大阪商船・三井船舶)、ジャパンライン(日東商船・大同海運)、山下新日

本汽船(山下汽船・新日本汽船)設立
1965 日本初の自動車専用船「追浜丸」就航。自動車の自走により、1時間当たりの荷役台数は15台から100台へ拡大
1968 フル・コンテナ船「あめりか丸」(大阪商船三井船舶)・「ジャパンエース」(ジャパンライン)・「加州丸」(山下新日本

汽船)が、カリフォルニア航路に就航
1982 メタノール輸送に進出
1983 LNG 船「泉州丸」就航、LNG輸送に進出
1984 プロダクトタンカー事業に進出
1985 コンテナターミナル運営会社TraPacを米国LAに設立
1989 ジャパンラインと山下新日本汽船が合併し、ナビックスライン発足

日本初の本格的クルーズ外航客船「ふじ丸」就航、レジャークルーズ時代の幕開けを担う(1990年にっぽん丸就航)
1991 ノルウェーのオープンハッチ・ギア付きバルクキャリア船社Gearbulkに資本参加
1993 船員養成学校をマニラに設立
1994 「創造的改革」を掲げる一連の中期経営計画スタート(～2000年)
1995 戦略的国際提携ザ・グローバル・アライアンス(TGA)によるサービス開始(欧州／北米東岸)
1996 ケミカルタンカー船社東京マリン連結子会社化
1998 ザ・ニュー・ワールド・アライアンス(TNWA)発足
1999 大阪商船三井船舶とナビックスラインが合併、㈱商船三井発足:資源・エネルギー輸送船隊規模は1.5倍に
2000 コーポレート・ガバナンス体制改革:執行役員制度導入、社外取締役招聘、IR室設立

グループ環境憲章策定
2001 グループ企業理念策定
2004 中期経営計画”MOL STEP”:「成⾧」をメインテーマにスタート

ダイビル連結子会社化
2006 宇徳運輸を連結子会社化

重大海難事故が4件発生:原点に立ち返り「安全運航管理体制強化策」を策定
2007 中期経営計画”MOL ADVANCE”:「質的成⾧」をメインテーマにスタート

世界最大級の鉄鉱石専用船「BRASIL MARU」竣工
2009 次世代船シリーズ「ISHIN」プロジェクト発表

邦船社初の船上再ガス化装置付LNG船(SRV)「GDF SUEZ NEPTUNE」竣工
2010 中期経営計画”GEAR UP! MOL”:「新たなる成⾧への挑戦」をメインテーマにスタート

当社初のFPSO傭船事業への参画(ブラジル国営石油会社ペトロブラス向け)
2011 G6(Groups of 6) アライアンス設立:欧州航路でTNWAとGA(Grand Alliance)が協調

インドネシア初の内航LNG輸送プロジェクトを受注
2012 世界初のハイブリッド自動車船｢EMERALD ACE」竣工
2013 事業改革実行:ドライバルクのフリー船130隻の営業・運航をシンガポールへシフトし海外展開を加速

単年度経営計画”RISE 2013”:「2013年度黒字化を実現し、成⾧軌道への復帰初年度とする」をメインテーマに
2014 ３ヵ年中期経営計画”STEER FOR 2020”:「変革を通じた確かな成⾧」をメインテーマに

日本向けシェールガス輸送第1弾となるLNG船⾧期定期貸船契約締結(東京ガス向け)
シャトルタンカー事業へ進出:Viken社(ノルウェー)と合弁会社設立
エタン輸送に参入:リライアンス社(インド)と6隻の大型エタン専用船(VLEC)の⾧期輸送契約を締結

2015 海外船社として初の中国建造LNG船プロジェクトの第一船”LNG PAPUA”竣工
VLGC（超大型LPG船）プール運航会社”Helios LPG”設立
世界最大級の20,000TEU型コンテナ船発注
「MOL CHART」を制定

2016 新技術開発プロジェクト「船舶維新NEXT～MOL SMART SHIP PROJECT～」発足
サブシー支援船事業へ参画

2017 洋上風力発電設備 設置船事業者への出資を決定
コンテナ新アライアンス「ザ・アライアンス"The Alliance"」発足
新経営計画"ローリングプラン2017"スタート
邦船社として初めて単独保有・操業を担うFSRU”MOL FSRU Challenger"竣工

2018 世界初の砕氷LNG船によるLNG輸送を実現するロシア・ヤマルLNGプロジェクト向け砕氷LNG船“VLADIMIR 
RUSANOV”が初航海を完了
邦船3社によるコンテナ船事業統合会社"Ocean Network Express"によるサービス開始
経営計画"ローリングプラン2018"スタート
フィリピン商船大学「MOL Magsaysay Maritime Academy」が開学
調達資金の使途を環境改善効果のある事業に限定したグリーンボンド発行（個人投資家向けは事業会社として国内初）

2019 LNG燃料タグボート「いしん」が竣工
経営計画"ローリングプラン2019"スタート
世界初のLNG発電船事業実現にむけ、Karpowership社とパートナーシップを構築
調達資金の使途を環境改善・社会的課題の解決に結び付くプロジェクトに限定したサステナビリティボンド発行（個人
投資家向けは事業会社として国内初）

130年の歴史 新規輸送分野への進出・革新的船舶の竣工／M&A・資本提携等／
アライアンス・プール会社設立／経営改革・その他

45







【免責事項】
本Investor Guidebookは投資は判断の参考となる情報提供のみを目的として作成したものです。当社株式の購入や売却などを勧誘するものではありません。投資に関
する決定は、投資家ご自身の判断において行われるようお願い致します。掲載内容については細心の注意を払っておりますが、掲載された情報に誤りがあった場合、
当社は一切責任を負うものではありませんのでご了承下さい。

【見通しに関する注意事項】
本Investor Guidebook には、当社の将来についての計画や戦略、業績に関する予想及び見通しの記述が含まれております。これらの記述は過去の事実ではなく、当
社が現時点で把握可能な情報から判断した仮定及び所信に基づく見込みです。また経済動向、海運業界における厳しい競争、市場需要、燃料価格、為替レート、税制
や諸制度などに関するリスクや不確実性を含んでいます。このため実際の業績は当社の見込みとは異なる結果となる可能性があること、ご承知おき下さい。

（IRツールのご案内）
■Website:（日本語） https://www.mol.co.jp/ir/index.html
■Website:（英語） https://www.mol.co.jp/en/ir/index.html
■統合報告書 「MOLレポート」（日本語／英語）
■インベスター ガイドブック（日本語／英語）
■会社案内（日本語／英語）
■商船三井 環境ダイジェスト（日本語／英語）

株式会社商船三井
コーポレートコミュニケーション部
IRチーム

〒105-8688
東京都港区虎ノ門2丁目1番1号
EMAIL: iromo@molgroup.com




